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柔道整復師の施術に係る療養費について（通知） 

 

標記については、平成 11 年 10 月 20 日付老発第 682号・保発第 144号をもっ

て通知されたところであるが、これに関する事項について、下記のとおり定め

たので、関係者に対し周知徹底を図るとともに、その実施に遺漏のないよう御

配慮願いたい。 

 

１ 柔道整復師の施術に係る療養費について 

(1) 柔道整復師が受領委任の取扱いを届け出又は申し出た場合は、受領委任

の取扱いの中止が行われた場合には、原則として中止後５年間は再登録又

は再承諾をしないが、不正若しくは不当な請求の金額又はその金額及び件

数の割合が軽微であると認められる柔道整復師については、受領委任の取

扱いの中止後、２年以上５年未満で受領委任の取扱いを再登録又は再承諾

することができること。  

また、次に掲げる場合に該当する柔道整復師から受領委任の取扱いの届

け出又は申し出があった場合は、受領委任の取扱いを登録又は承諾しない

ことができること。 

① 当該届け出又は申し出を行った柔道整復師が勤務しようとする施術所

の開設者がこれまで開設していた施術所の施術に関し、当該開設してい

た施術所に勤務していた柔道整復師が受領委任の取扱いの中止を受け、

当該中止後、原則として５年を経過しないとき  



② 受領委任の取扱いの中止を受けた施術管理者に代えて施術所の開設者

から施術管理者に選任された者であるとき 

③ 不正又は不当な請求に係る返還金を納付しないとき 

④ 二度以上重ねて受領委任の取扱いを中止されたとき 

⑤ 施術管理者又は開設者が関係法令若しくは通達又は協定・契約に違反

し、地方厚生（支）局長又は都道府県知事から、その是正等について指

導を重ねて受けたとき 

⑥ 施術管理者又は開設者が健康保険法、同法第６５条第３項第３号に規

定する政令で定める国民の保健医療に関する法律又は柔道整復師法に違

反し罰金刑に処せられ、その執行を終わり又は執行を受けることがなく

なるまでの者であるとき 

⑦ 施術管理者又は開設者が禁固刑以上の刑に処せられ、その執行を終わ

り又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき 

⑧ 施術管理者又は開設者が健康保険法第６５条第３項第５号に規定する

社会保険各法に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から

３ヶ月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納付期限の到来

した社会保険料のすべてを引き続き滞納している者であるとき 

⑨ 受領委任の取扱いの中止を逃れるために受領委任の取扱いを辞退して、

その後しばらくして届け出又は申し出をしてきたとき 

⑩ 指導監査を再三受けているにも関わらず、指示事項について改善が見

られず、再届け出時又は再申し出時を迎えたとき 

⑪ その他、受領委任の取扱いを認めることが不適当と認められるとき 

(2) 今後、柔道整復師が患者から一部負担金を徴収した際の領収書及び施術

明細書の交付について、より一層指導すること。 

(3) 地方厚生（支）局長及び都道府県知事は、柔道整復施術療養費支給申請

書の記載要領を別紙を参考にして定めること。 

(4) 改正後の受領委任の取扱いに係る協定及び契約の締結日を平成１２年１

月１日に統一するため、都道府県知事及び保険者等は、現に締結している

協定及び契約の有効期限を平成１１年１２月３１日にする等、所要の措置

を講じられたいこと。 

 

２～３ （略）  

 

 

 

 



 

別紙 

 

柔道整復施術療養費支給申請書の記載要領(参考例) 

 

第１ 一般的事項 

１ 柔道整復師は、療養費を保険者に請求する場合は、別添様式により行うこ

と。 

２ 柔道整復施術療養費支給申請書(以下「申請書」という。)の用紙の大きさ

は A列 4番とすること。 

３ 申請書に記載した数字等の訂正を行うときは、修正液を使用することなく、

誤って記載した数字等を＝線で抹消の上、正しい数字等を記載すること。 

なお、申請書の記載に当たっては、黒若しくは青色のインク又は消すこと

ができないボールペン等を使用すること。 

 

第２ 記載上の留意事項 

１ 保険者番号等の欄 

(1) 「都道府県番号」欄について 

別表１に掲げる都道府県番号表により、施術所の所在する都道府県の番

号を記載すること。 

(2) 「保険者番号」欄について 

      設定された保険者番号を記載すること。 

  (3) 「記号・番号」欄について 

被保険者証等の記号及び番号を記載すること。 

なお、記号と番号の間にスペース「・」又は「－」を挿入すること。 

(4) 「保険種別」欄について 

該当する保険種別を〇で囲むこと。 

   １．協・・・全国健康保険協会管掌健康保険 

   ２．組・・・組合管掌健康保険 

      ３．共・・・共済組合（国家公務員共済組合、地方公務員等共済組合 等） 

   ４．国・・・国民健康保険 

   ５．退・・・退職者医療（国民健康保険法による退職者医療） 

      ６．後期・・後期高齢者医療 

(5) 「単併区分」欄について 

該当する区分を〇で囲むこと。 

   １．単独・・・単独 



   ２．２併・・・１種の公費負担医療との併用 

      ３．３併・・・２種以上の公費負担医療との併用 

(6) 「本家区分」欄について 

該当する区分のうちいずれか１つを○で囲むこと。 

なお、未就学者である患者（６歳に達する日以後最初の３月３１日以前

の患者をいう。以下同じ。）は「４」、高齢受給者又は後期高齢者医療受給

対象者は「８」又は「０」を○で囲むこととし、また、公費負担医療につ

いては本人に該当するものとする。 

ただし、国民健康保険の場合は、市町村国民健康保険であって被保険者

（世帯主）と被保険者（その他）の給付割合が異なるもの及び国民健康保

険組合については被保険者（世帯主（高齢受給者を除く。））は 「２」、被

保険者（その他（未就学者である患者及び高齢受給者を除く。））は「６」

を○で囲むこととし、それ以外（未就学者である患者及び高齢受給者を除

く。）はいずれか一方を○で囲むこと。 

   ２．本人・・・本人 

   ４．六歳・・・未就学者 

      ６．家族・・・家族 

      ８．高一・・・高齢受給者・後期高齢者医療一般、低所得者 

      ０．高７・・・高齢受給者・後期高齢者医療７割給付 

   （注）後期高齢者医療一般のうち、１割負担の者と、２割負担の者の判

別については、「給付割合」欄により行うため、特段の記載は必要な

い。 

(7) 「給付割合」欄について 

国民健康保険、後期高齢者医療及び退職者医療の場合、該当する給付割

合を○で囲むこと。 

(8) 「公費負担者番号①」欄及び「公費負担者番号②」について 

① 医療券等に記入されている公費負担者番号８桁を記入すること。 

② 別表２「法別番号及び制度の略称表」に示す順番により、先順位の公

費負担者番号を「公費負担者番号①」欄に（以下「公費負担者番号①欄

に記載される公費負担医療を「第１公費」という。）、後順位の公費負担

者番号を「公費負担者番号②」欄に（以下「公費負担者番号②」欄に記

載される公費負担医療を「第２公費」という。）を記載すること。 

③ 保険者番号の変更はないが、同種の公費負担医療で住所変更により月

の途中において公費負担者番号の変更があった場合は、変更前の公費負

担医療に係る分を第１公費とし、変更後の公費負担医療に係る分を第２

公費として取り扱うものとすること。 



(9) 「公費負担医療の受給者番号①」欄及び「公費負担医療の受給者番号②」

について 

医療券等に記入されている受給者番号７桁を、第１公費については「公

費負担医療の受給者番号①」欄に、第２公費については「公費負担医療の

受給者番号②」欄に記載すること。 

(10) 被保険者等の「氏名」欄及び「住所」欄について 

健康保険被保険者証等に記載されている各項目の内容を記載すること。

また、被保険者等の郵便番号、電話番号の記入を求めること。 

２ 施術の内容欄 

(1) 「療養を受けた者の氏名」「生年月日」欄について 

療養を受けた者の氏名及び生年月日を記載すること。 

(2)「負傷の原因」欄について 

次の各項目（④の項目については、船員保険に限る。）のうち該当するも

のを記載すること。 

  ① 業務災害、通勤災害又は第三者行為以外の原因による。 

  ② 第三者行為による。（交通事故、その他の事故） 

  ③ 業務災害（通勤災害、第三者行為）の疑いがある原因による。

（     ） 

  ④ 職務上（通勤）の原因による。 

  （注１）②に該当するときは、（     ）内に交通事故、その他

の事故の別を記載すること。 

  （注２）③に該当するときは、（     ）内に具体的な負傷の原

因を記載すること。 

また、３部位目を所定料金の100分の60に相当する金額により算定する

こととなる場合には、すべての負傷名にかかる具体的な負傷の原因を記

載すること。  

 

 (3) 「負傷名」欄について 

① 「負傷名」欄には、「柔道整復師の施術に係る療養費の算定基準」（昭

和 33年 9月 30日保発第 64号厚生省保険局長通知）に規定する施術料算

定の単位となる所定部位の名称及び負傷名を明確に記載すること。 

なお、負傷名の記載に際しては、部位の左・右・上・下等を特定する

とともに、次の名称を使用して差し支えないものとすること。 

(打撲の部) 

ア 背部(肩部を含む。)   背部打撲、肩部打撲又は肩甲部打撲 

      イ 手根・中手部     手根部打撲又は中手部打撲 



      ウ 腰殿部        腰部打撲又は殿部打撲 

      エ 足根・中足部     足根部打撲又は中足部打撲 

     (捻挫の部) 

      ア 頚部         頚椎捻挫 

      イ 中手指・指関節    中手指関節捻挫又は指関節捻挫 

      ウ 腰部         腰椎捻挫 

      エ 中足趾・趾関節    中足趾関節捻挫又は趾関節捻挫 

② 負傷名の記載の順序については、負傷年月日順(施術録の記載順)を原

則とするが、逓減率を勘案して、骨折、不全骨折及び脱臼については初

検時のみ優先して記入して差し支えないこと。なお、初検時の負傷名の

順序は、以後変更できないこと。 

(4) 「負傷年月日」欄について 

    当該負傷部位に係る負傷した年月日を記載すること。 

(5) 「初検年月日」欄について 

当該負傷部位に係る初検年月日を記載すること。 

(6) 「施術開始」欄について 

申請対象月(期間)における当該部位について初めて施術を行った年月日

を記載すること。 

(7) 「施術終了」欄について 

申請対象月(期間)における当該部位について最後に施術を行った年月日

を記載すること。 

(8) 「実日数」欄について 

申請対象月(期間)における当該部位について施術を行った日数を記載す

ること。 

 (9) 「継続月数」欄について 

   初検日を含む月（ただし、初検の日が月の 16 日以降の場合にあっては、

当該月の翌月）以降の連続する期間において１月につき 10回以上の施術（骨

折又は不全骨折に係るものを除く。）を行っていた継続月数（初回月は「１」

を記載。）を記載すること。 

   なお、当該継続月数が五ヶ月を超えている施術（六ヶ月目）については、

継続月数は「６」と記載し、以降、１月あたりの施術回数が 10回未満の場

合であっても、当該負傷部位が治癒・中止・転医する月まで、引き続き、

継続月数を記載すること。 

(10) 「転帰」欄について 

治癒の場合は「治癒」、保険医療機関に引き継いだ場合は「転医」、施術

を中止した場合及び他の事情で患者に対する施術を止めた場合は「中止」



を〇で囲むこと。施術が継続中の場合は無表示とすること。 

(11) 「経過」欄について 

患部の状態、施術経過等を記載すること。 

(12) 「請求区分」欄について 

当該患者に係る申請書を初めて提出する場合(初検料を算定する場合)は

「新規」、第二回目以降の申請書を提出する場合は「継続」を〇で囲むこと。 

患者の負傷が治癒した後、同一月内に新たに発生した負傷に対し施術を

行った場合は、「新規」と「継続」の両方を〇で囲むこと。 

(13) 「施術日」欄について 

施術を行った日を〇で囲むこと。 

(14) 「初検料」欄について 

初検料を記載し、休日、深夜又は時間外加算を算定する場合は、該当す

る文字を〇で囲んで加算額を記載すること。また、施術時間を「摘要」欄

に記載すること。 

(15) 「初検時相談支援料」欄には、金額を記載すること。 

(16) 「再検料」欄には、金額を記載すること。 

(17) 「往療料」欄について 

往療した患家までの直線距離(km)、回数及び往療料を記載し、夜間、難

路又は暴風雨雪加算を算定する場合は、該当する文字を〇で囲んで加算額

を記載すること。 

また、「摘要」欄に次の事項を記載すること。 

a 歩行困難等真にやむを得ない理由 

b 暴風雨雪加算を算定した場合は、当該往療を行った日時 

c 難路加算を算定した場合は、当該往療を行った日時及び難路の経路 

d 片道一六 km を超える往療料を算定した場合は、往療を必要とする絶対

的な理由 

(18) 「金属副子等加算」欄には、使用又は交換した回数及び合計金額を記載

すること。 

また、「摘要」欄に金属副子等を使用又は交換した年月日をそれぞれ記

載すること。 

(19) 「柔道整復運動後療料」欄には、回数及び合計金額を記載すること。 

また、「摘要」欄に柔道整復運動後療料の算定となる日をそれぞれ記載

すること。 

(20) 「明細書発行体制加算」欄には、金額を記載すること。 

また、「摘要」欄に明細書発行体制加算の算定となる日を記載すること。 

(21) 「整復料・固定料・施療料」欄、「逓減開始月日」欄、「後療料」欄、「冷



罨法料」欄、「温罨法料」欄、「電療料」欄、左側の「計」欄、中央の「計」

欄、「長期」欄、「頻回」欄及び右側の「計」欄について 

① 施術部位数が三部位以上の場合の三部位目の部分については、逓減率

60%の欄に記載すること。 

一部の部位に係る負傷が先に治癒したことにより逓減率が変更となっ

た場合は、変更後の逓減率に応じた所定欄に記載するとともに、当該月

日を「逓減開始月日」欄に記載すること。 

また、６部位以降の負傷名については、「摘要」欄に記載し、６部位以

降の当該施術に係る整復料、固定料及び施療料については、「整復料・固

定料・施療料」欄の「(5)」の項に６部位以降を含めた合計金額を記載し、

「摘要」欄にその旨を記載すること。 

② 「後療料」欄には、単価、回数及び合計額を記載すること。 

なお、長期・多部位の施術の場合の定額料金を算定する場合は、「後療

料」欄の最下位欄に所定料金を記載すること。 

③ 「冷罨法料」欄には、回数及び合計額を記載すること。 

④ 「温罨法料」欄には、回数及び合計額を記載すること。 

⑤ 「電療料」欄には、回数及び合計額を記載すること。 

⑥ 左側の「計」欄には、後療料、冷罨法料、温罨法料及び電療料の合計

額を記載すること。 

⑦ 中央の「計」欄には、左側の「計」欄に記載された金額に所定の逓減

率を乗じた金額を記載すること。 

逓減率を乗じた金額に一円未満の端数が生じた場合は、その小数点以

下一桁目を四捨五入することにより端数処理を行うものとすること。 

⑧ 「長期」欄には、五か月を超える施術(骨折又は不全骨折に係るものを

除く。)に係るものについて、長期逓減率(〇・七五)を該当欄に記載する

こと。 

⑨ 「頻回」欄には、１月あたり 10 回以上の施術(骨折又は不全骨折に係

るものを除く。)を五ヶ月継続している施術（継続月数欄の記載が５以上）

について、翌月（六ヶ月目）の当該施術から、長期頻回逓減率（〇・五）

を該当欄に記載すること。なお、この場合、上記⑧「長期」欄の長期逓

減率の記載は不要とすること。 

⑩ 右側の「計」欄には、多部位の逓減のない負傷部位については左側の

「計」欄の金額に長期逓減率(〇・七五)又は長期頻回逓減率（〇・五）

を乗じた金額を、多部位の逓減がある負傷部位については中央の「計」

欄の金額に長期逓減率(〇・七五)又は長期頻回逓減率（〇・五）を乗じ

た金額を、長期逓減に該当しない負傷部位については長期逓減率を乗じ



ない金額を、それぞれ該当欄に記載すること。 

逓減率を乗じた金額に一円未満の端数が生じた場合は、その小数点以

下一桁目を四捨五入することにより端数処理を行うものとすること。 

(22) 「摘要」欄について 

① 医療機関からの依頼を受けて膝蓋骨骨折等の後療を算定した場合は、

後療を依頼した医師又は医療機関名を記載すること。 

② 長期・多部位の施術の場合の定額料金を算定中、一部の部位に係る負

傷が先に治癒し、部位数が二部位以下となった場合は、二部位以下にな

った旨及び当該年月日を記載すること。 

この場合における一部位目及び二部位目に係る後療料、温罨法料等に

ついては、一部位目及び二部位目の所定欄を使用すること。 

③ 以上のほか、負傷部位の所定欄に記載できなかった逓減率の変更等に

ついて記載すること。 

④ 脱臼又は骨折の施術に同意した医師の氏名と同意日を記載すること。 

(23) 「一部負担金」欄について 

「一割」、「二割」、「三割」等の記載でも差し支えないこと。 

(24) その他 

「負傷年月日」欄、「初検年月日」欄、「施術開始」欄及び「施術終了」

欄については、年月日の文字を省略して、「11.4.1」の例のように記載する

こと。 

３ 施術証明欄 

柔道整復師は、申請書に記載した施術の内容等を確認の上、「柔道整復師氏

名」欄に記名すること。 

４ 支払機関欄 

療養費の支払先を記載すること。 

５ 登録記号番号欄 

地方厚生（支）局長及び都道府県知事に登録されている番号を記載するこ

と。 

６ 受取代理人への委任の欄 

患者から受領委任を受けた場合は、「受取代理人への委任」欄に患者の自筆

により被保険者の住所、氏名、委任年月日の記入を受けること。利き手を負

傷しているなど患者が記入することができないやむを得ない理由がある場合

には、柔道整復師が自筆により代理記入し患者からぼ印を受けること。 

なお、委任年月日については、予め、機械打ち出しすることは差し支えな

いこと。 
 

別添様式、別表１・２ 省略 


